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（１）今年度の業務内容について
今年度の業務外観は以下の通り。

項目 取り組み内容 具体的検討事項

【１】
持続的な村
づくり推進税
の徴収に係
る各種調整

（１）徴収に関する
詳細事項の調整

＜賦課・徴収方に関する内容の整理＞
⚫ 特別徴収義務者の事務作業
持続的な村づくり推進税の算出方法の整理、事業者登録申請、納入申告方納入義

務免除・還付、特別徴収事務交付金の支払い方 等

（２）必要に応じた
持続的な村づくり推進
税の制度設計

＜沖縄県の動向を鑑みた制度の見直し＞
⚫ 税額の設定について（定率か定額か）
⚫ 課税免除について（料金による課税免除の有無）

（３）使途に関する
調整

＜持続的な村づくり推進税の使途に関する検討・調整＞
⚫ 具体的事業の洗い出し 等

【２】
先行自治体
の視察事例
調査

（１）先進地への視
察実施

＜視察する目的＞
⚫ 徴収方｜行政側の税の徴収事務作業についてヒアリング
⚫ 執行方｜使途決定のプロセス、既存観光計画と税の関係性、執行体制 等

【３】
持続的な村
づくり推進税
の徴収に伴
う条例素案
の作成

（１）持続的な村づ
くり推進税条例の作成

＜条例制定における整理事項＞
⚫ 目的、税制度の各種項目、使途検討に係る会議体の設置、使途（考え方）、観光
計画との関わり方、推進体制の整備と管理、恩納村観光振興、基金条例との関わり
等

（２）持続的な村づ
くり推進税条例施行
規則の作成

＜条例施行規則における整理事項＞
⚫ 用語/宿泊料金の定義、特別徴収義務者の登録、申告納入方法、徴収不能額等の
還付又は納入義務の免除の申請、更正、決定及び加算金額の通知、延滞金の減免
申請、
納税管理人の申告、賦課徴収 等

【４】
観光審議会

（１）観光審議会
※計３回

＜開催方針と内容＞
⚫ 全 体｜沖縄県、他市町村の動向報告、視察実施報告、条例案および施行規則の
検討

⚫ 執行方｜使途決定のプロセス、観光振興計画との関係性整理、執行体制の整理
⚫ 徴収方｜持続的な村づくり推進税の手引き素案の作成 （【３】の（２）の具体的
検討事項に係る）

【５】
関係機関と
の調整

（１）沖縄県又は関
係市町村との意見交
換

＜実施方針＞
⚫ 沖縄県との意見交換｜制度設計に関するすり合わせを行うことを目的に開催
⚫ 市町村との意見交換｜沖縄県との協議前に市町村側の意見のすり合わせを行うことを
目的に開催

（２）村内観光関連
団体等との調整

＜実施方針＞
⚫ 恩納村内観光関連事業者を対象とした意見交換を実施。（徴収内容や使途などを
想定）



１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整
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（１）賦課徴収に関する詳細事項の調整
特別徴収義務者の事務作業（宿泊税の算出方法の整理、事業者登録申請、納入申告方納入義務免除・還
付、特別徴収事務交付金の支払い方等）を検討委員会ならびに賦課・徴収小委員会で検討・整理した。
なお、沖縄県の税設計に合わせて適宜設計を行った。

（２）必要に応じた宿泊税の制度設計
沖縄県の動向や検討委員会を経て恩納村における現時点の制度設計を以下の通り整理した。

検討項目 内容

税導入の目的 ➢ 恩納村を、自然環境と観光、そして村民生活が高度に調和した、「世界一サンゴにやさしい村」として、持続的に観光の振興を
図り、世界でトップクラスのリゾート地として発展していくことを目指すための費用に充てるため導入する。

想定される税収の使途

➢ 宿泊税であり受益者負担（宿泊者）の考え方に沿って、5つの柱を基に活用する。
ー 持続可能な観光地づくり
ー 利便性・満足度の向上
ー 受入体制の充実・強化
ー 村民（県民）の理解促進
ー 徴収に係るコスト全般

課税客体 ➢ 旅館業法第３条第１項の許可を受けて行うホテル等における宿泊（下宿営業）
➢ 住宅宿泊事業法第２条第３項に規定する住宅宿泊事業に係る施設における宿泊

納税義務者 ➢ 恩納村内の宿泊施設における宿泊者

徴収方法 ➢ 旅館業法第３条第１項の許可を受けた者、住宅宿泊事業法第２条第４項に規定する住宅宿泊事業者、その他宿泊税
の徴収において便宜を有する者による特別徴収

課税標準 ➢ １人１泊当たりの宿泊料金（ただし、宿泊料金100,000円を上限とする）

徴収事務交付金 ➢ 徴収した税額の2.5％ ※導入から5年間は3.0％

管理・運用方法 ➢ 税の公正・中立な活用、効果的な活用を図ることを目的に基金の設置に加え、有識者や行政、関係団体を中心に構成され
る会議体の設置

課税免除
➢ 学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く。）及びこれに準ずる海外の学校の児童、生徒又は学生で、当該学校が

主催する修学旅行及び当該学校の教育活動に参加しているもの
➢ 前号に規定する当該学校が主催する修学旅行及び教育活動の活動の引率者

税率 ➢ ２％

税配分 ➢ 沖縄県２：３恩納村
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（３）使途に関する調整
検討委員会ならびに作業部会にて、具体的な使途事業の検討に加え、執行に係るガバナンスの構築に取り組んだ。
なお、観光振興基本計画の刷新も見据えて次年度以降も継続協議を行う。

１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

＜使途事選定に係る条件について＞
使途事業の抽出については、「サンゴの村宣言に資する取組」、「納税者還元の取組み」を基に、使途事業の柱
（５つ）を整理した。
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①恩納村の使途に関する考え方
恩納村における税収の使途について以下の考え方を整理した。

１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

① 持続可能な観光地づくり

恩納村の貴重な観光資源となっている海洋環境の保護に取り組む意義は大きく、それらを保護するためにはビー

チクリーンや海中清掃など直接的な事業はもちろんのこと、サンゴを死滅させ、景観にも影響を及ぼす赤土流出の防

止に取り組む必要がある。また、全国でも指折りのリゾートとなっており、トップシーズンには数万人が恩納村に滞在し

ているため、常に自然災害や感染症によるパンデミックに備え、観光客の安全を確保することが求められる。一方、オ

フシーズンには、繁忙期との入込の差が大きく、宿泊施設や観光施設の人材確保及び長期的な施設投資を行う余

力は多くない。マーケティング機能を向上させ、専門人材を育成することで閑散期委託を図る。

No 項目 事業イメージ

1 村内の自然環境保全
• グリーンフィンズの導入、村内主要沿道クリーニング、赤土流出防
止

2 観光危機管理 • 災害時の緊急対応、物資の備蓄

3 マーケティングの機能向上 • マーケティング機能の向上、専門人材の育成

4 高付加価値化の商品開発 • 村内の飲食・体験サービスの質の向上

② 利便性・満足度の向上

恩納村において、交通基盤の脆弱さが大きい課題となる。観光客や地域住民への利便性向上が求められており、

持続的なスマート・エコリゾートを実現するための交通結節点が必要となる。また、村内の移動を車からバス等の公

共交通手段へシフトさせていくことで、環境面への負荷を軽減するとともにストレスフリーの観光に寄与することができ

る。また、村内ホテルの宿泊者に対して、周辺の飲食店や体験ショップ等の優遇サービスを行うことも検討。それによ

り、村内における観光消費動向などのマーケティングデータの収集にもなる。

No 項目 事業イメージ

1 交通基盤の整備
• 複合型交通結節点施設の整備、村内循環バスまたはオンデマン
ドバス

2
観光統計の充実および満足度
の向上

• 村内宿泊客の動態把握及び優遇措置の展開

3 キャッシュレス化 • 飲食店や体験施設などのキャッシュレス化支援
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①恩納村の使途に関する考え方
恩納村における税収の使途について以下の考え方を整理した。

１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

③ 受入体制の充実・強化

インバウンド観光客の増加に伴い、村内の各ポイントに多言語の看板設置が求められる。看板の設置により、村

内集落への侵入を抑制する効果も期待でき、地域住民の不満を軽減することもできると考える。また、恩納村の主

要ホテルの従業員不足による質の低下も懸念され、観光客の満足度を低下させる可能性がある。その背景には、

就労環境が改善されず従業員の離職が多いことが考えられる。加えて、専門学校や大学と連携した観光産業の奨

学金制度の創設やインターン制度等への取組も考えられる。

No 項目 事業イメージ

1 村内のサイン等の多言語化 • 村道へのサイン設置、情報提供の充実

2 人材確保・育成への取り組み
• 託児所や従業員の居住地等の設置支援
• 専門学校や大学と連携した奨学金制度など

3 救急医療の取り組み • 観光客等における医療需要調査など

4 ダイバーシティーの取り組み • 多国籍人材の受入、LGBTQ

④ 村民（県民）の理解促進

交通渋滞や自然環境への影響に加えて、昨今は民泊の増加による不満の声が大きい。違法民泊が多いことや騒

音被害、ごみなどの放置などもあり、観光客と地域住民との間に溝が生じ始めてきた。リゾート地でもあるものの、地域

住民の中には、観光で恩恵を受けていないと感じる方も多いため、観光振興と住民生活の融和を図る施策を展開す

ることが持続的な観光振興にもつながると考える。

No 項目 事業イメージ

1 民泊の対策 • 違法民泊・騒音・ゴミ問題

2 マナー周知 • インバウンド観光客へのマナー周知

3 観光意識調査 • 村民を対象とした意識調査の実施

4 観光産業のキャリア教育 • 村内の児童生徒を対象とした観光産業に関する教育を実施
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②使途決定に係るガバナンスの構築について
恩納村における持続的な村づくり推進税の使途決定に関する仕組みの構築を行った。

１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

＜使途決定までの流れ＞
以下の通り、使途決定までの流れを整理した。
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１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

※各項目の実施時期は要調整
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１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

＜会議体のあり方＞
使途事業の検討を行う会議体として宿泊税活用等検討会議（仮称）を立ち上げることで整理した。
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１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

＜事業推進体制の整理について＞
使途事業の推進体制について次年度も継続協議とし、以下の考え方で整理した。

【事業推進体制の整理について】
• 恩納村における観光競争力の向上を図る上では、今後も多様な関係者を巻き込みながら強力に観光推進を図

る中核組織が重要である。
• その中核組織には、恩納村観光協会が挙げられ、それを支える形でOTF会や商工会、観光関連事業者が関

わっている。その観光振興の指針となる現観光振興計画については、第２回の審議会でアップデートの必要性が
挙げられている状況にある。

• また、実質的には恩納村観光協会が担っている中核的な役割だが、当該計画においては、恩納村の観光振興
の中核的役割として具体的な組織の明記はなく、誰が何を担うかが不明瞭な書きぶりとなっている。

• それらの状況を踏まえ、今後も恩納村の観光の質を高めていくにあたり、旗振り役を観光協会が担う形で体制整
備を進めていき、次年度以降も継続協議として機能強化に向けた取り組みを進めていきたいと考える。
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１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

＜予算の組み方に関する考え方について＞
税収のうち、基金やコストに積み立てる事で整理した。
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１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

＜定率制による徴収の仕方＞
定率制による徴収方法について他地域の事例を参考に整理した。※次年度も沖縄県と要協議事項
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１．持続的な村づくり推進税の徴収に係る各種調整

＜定率制による徴収の仕方＞
定率制による徴収方法について他地域の事例を参考に整理した。 ※次年度も沖縄県と要協議事項
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（１）先行自治体の視察事例調査の実施
先進地の視察として、長崎市および北九州市の視察を行った。また、賦課徴収に関する「徴収方」と使途に関する
「執行方」それぞれに聞き取りを行った。

２．宿泊税導入先行自治体の視察事例調査の実施
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２．観光振興財源に係る導入先行自治体の視察事例調査の実施

＜長崎市税務課 視察メモ＞
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２．観光振興財源に係る導入先行自治体の視察事例調査の実施

＜長崎市観光課 視察メモ＞
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２．観光振興財源に係る導入先行自治体の視察事例調査の実施

＜長崎市観光課 視察メモ＞

＜長崎国際観光コンベンション協会 視察メモ＞



20

２．観光振興財源に係る導入先行自治体の視察事例調査の実施

＜北九州市観光課 視察メモ＞
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（１）条例案の作成について
税条例の作成について、税制度の内容や徴収に係る取り決めとまとめた。
用語の定義や特別徴収義務者の登録、申告納入方法などをまとめた。
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（２）条例施行規則案および申請書類等の作成について
税条例施行規則の作成について、税制度の内容や徴収に係る取り決めとまとめた。
用語の定義や特別徴収義務者の登録、申告納入方法などをまとめた。

見出し 条文概要

第１条 趣旨 • 恩納村宿泊税条例の施行に必要な事項を定める旨を記載

第２条 定義 • 規則で使用する用語の定義

第３条 宿泊料金 • 課税する宿泊料金の取り扱いについて記載

第４条 特別徴収義務者の指定の通
知

• 特別徴収義務者に対する通知について記載

第５条 特別徴収義務者の登録等 • 特別徴収義務者の登録に必要な書類について記載

第６条 納税管理人の申告等 • 納税管理人の登録に必要な書類について記載

第７条 申告納入の方法 • 申告納入に必要な書類について記載

第８条 申告期限の特例の要件等 • 申告期限の特例に関する内容の記載

第９条 更正及び決定の通知等 • 宿泊税更正・決定通知について記載（地方税法第733条に基づく）

第10条 徴収不能額等の還付又は
納入義務の免除の申請等

• 納入義務の免除に関する書類について記載

第11条 帳簿及び書類の電磁的記
録による保存等

• 条例16条及び17条に規定する関係帳簿、書類の保存方法について記載

第12条 更正の請求 • 宿泊税更正に関する書類について記載

第13条 附則 • 納入申告やそれに係る書類の提出期限等について記載

＜申請書類及び通知書等＞

様式 書類名 様式 書類名

第１号 宿泊税特別徴収義務者指定通知書 第13号 宿泊税合算申告納入承認通知書

第２号 宿泊税特別徴収義務者申請書 第14号
宿泊税納入申告書の提出期限等の特例適用者
承認申請書

第３号 宿泊税特別徴収義務者証 第15号
宿泊税納入申告書の提出期限等の特例適用者
承認・不承認通知書

第４号 宿泊税特別徴収義務者異動届出書 第16号
宿泊税納入申告書の提出期限等の特例適用者
承認取消書

第５号 宿泊施設営業休止・再開・廃止届出書 第17号 宿泊税更正・決定通知書

第６号 宿泊税納税管理人申告書・承認申請書 第18号 徴収不能額等の還付又は納入義務の免除申請書

第７号 宿泊税納税管理人承認・不承認通知書 第19号
徴収不能額等の還付又は納入義務の免除決定通
知書

第８号 宿泊税納税管理人選任免除認定申請書 第20号 宿泊税更正請求書

第９号
宿泊税納税管理人選任免除認定・不認定通
知書

第21号
宿泊税の初年度申告納入期限の特例適用に関す
る承認申請書

第10号 宿泊税納入申告書 第22号
宿泊税の初年度申告納入期限の特例適用に関す
る承認通知書

第11号 宿泊税納入書 第23号
宿泊税の令和〇年度における申告納入期限の特
例に関する申請書

第12号 宿泊税合算申告納入承認申請書 第24号 宿泊税の令和〇年度における申告納入期限の特
例適用者指定通知書
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（１）観光審議会の開催実績
年間を通して、計３回の関連会議を開催した。

会議日付 内 容

第１回観光審議会 報告事項｜沖縄県の動向報告、先進地視察の実施報告
説明事項｜今年度の検討事項および取り組みについて

使途に関する検討について2024年９月24日

第２回観光審議会 報告事項｜沖縄県の動向報告
説明事項｜本税の名称について

賦課徴収に関する流れについて
使途に関する検討について2024年11月21日

第３回観光審議会 報告事項｜沖縄県の動向報告
説明事項｜使途に関する検討について

恩納村観光目的税のとりまとめ（暫定版）2025年３月10日

No 所 属 氏 名

１ 公益財団法人日本交通公社 理事 兼 観光研究部 部長 山田 雄一

２ 恩納村商工会 会長 平安名 盛智

３ 恩納村区長会 代表 仲村 兼富

４ 一般社団法人恩納村観光協会 会長 宮﨑 るみ子

５ 恩納村企画課恩納通信所 返還地プロジェクトマネージャー 高嶺 晃

６ 恩納村漁業協同組合 参事 仲村 英樹

７ 沖縄かりゆしビーチリゾート オーシャンスパ 総支配人 椎本 泰隆

８ リザンリーパークホテル谷茶ベイ 副社長 森 正人

９ ホテルみゆきビーチ 代表取締役 大城 保二

10 シェラトン沖縄サンマリーナリゾート 総支配人 久物 宏基

11 HIYORI オーシャンリゾート沖縄 総支配人 石栄 良二

（２）観光審議会メンバー
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（３）検討委員会開催メモ
①第１回検討委員会

• 沖縄県は徴収した宿泊税を「導入をする市町村」または「導入しない市町村」に関係なく、均等に分配する考えと
聞いている。実際のところどうなのか。

• 沖縄県は導入可否に関係なく宿泊税を１：１の割合で分ける想定を持っている。ただ、独自導入を検討してい
る市町村については、宿泊施設が多いことやそれに伴う現場での課題も多いため、１：３の割合で求めていきた
いと考えている。

• 使途に関する論点が設定されているが、宿泊事業者としては定率か定額かは大きなポイントとなっている。第１回
観光審議会においてもGM会からは定額での導入について意見させてもらったが、そこは今後議論されていくのか。
または、ここの場では定率を前提に使途の話を進めていくのか。

• 定率となった場合には、現地での徴収は難しいと認識している。そのため関係団体には流通段階で入れ込むこと
ができない場合には定率制での導入は厳しいと伝えている。ちなみに昨年度に取りまとめた書類については、定率
制と定額制の併記をしている。また、観光審議会において恩納村として定額が良いか否かの議論をしたとしても最
終的に沖縄県の制度に合わせることになるため、そこに従わざるを得ない状況と考えている。そのような状況もある
ため、自分たちの意思が反映できる使途について議論した方が良いという事務局の判断かと推察する。

• 使途案や決定の考え方について良く整理されていると認識する。その上で、使途事業が決まり、誰が実施していく
のか検討することになると思うが、これは商工会や観光協会に業務委託するような流れとなるのか。

• まだ業務委託方式とするか否かについては調整がされていない。使途が決まったとしても誰が実施できるのかを含め
て検討していくことになるが、仮に観光協会が事業実施できる体制が整っていれば、依頼することになると思われる。
ただ、役場や商工観光課だけではできない事業も出てくると思われる。例えば、景観形成については、農林の方に
お願いするという可能性も考えられる。その方法論についてはこれからの議論になると認識している。

• 内地では入湯税の徴収が行われており、市町村によって税額が変わるところもある。そのため事業者は所在地に
よって徴収内容が調整されるということがあるためシステム上で対応することになる。ちなみに京都市が宿泊税を導
入するまでは、宿泊予約システムはオプションとして改修業務を受けていたとようだが、京都市が入れ始めたタイミン
グから改修作業も込みで対応する流れとなっている。先ほども話した通り、定率での導入を進めるのであれば流通
段階で入れ込んだ設計にしないと難しいと伝えており、それ加味されず宿泊施設に押し付けることがあった場合に
は、私も定率制での導入は反対である。

• 唯一、定率制で導入している倶知安町は、販売価格の中に税分を含んで販売しているため、現地で「宿泊税」と
して別出しでの徴収は行っていない。入湯税は別で徴収しているが、宿泊税については２％が含まれているといっ
た表現のみで、具体的にいくらなのかを明示することは求められていない。ただ、倶知安町の場合には、沖縄に比
べてパッケージ商品は少ないため、いずれにしても沖縄で定率制を進めるにあたっては、その仕組み構築は大きな
仕事になると思われる。
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②第２回検討委員会

• 沖縄県は税率２％での導入かつ上限額を設定することとなり2000円の線が出てきた。恩納村においては配分が
大きく関わってくるが、最終的には市町村側が３、沖縄県が２ということになった。沖縄県としてはこれから議会での
調整が入るためこのまま導入されるかは分からないが、一定の方向性が見えてきており、かつ見直しは3年後に設け
るとなった。

• 恩納村の場合、恩納村役場が県税分も収受と納付することになる。一方で導入しない市町村については、沖縄県
税事務所に収めることになる。導入しない市町村への分配について、人口割や宿泊施設の数等を参考に割合を決
める可能性もある。また、沖縄県税として預けた税収の使い道として、全県的に取り組む内容についても恩納村も
含めて取り組むよう要請を出している。

• １人１泊に対して課税することになるとなるが、無償で宿泊する子どもの場合は課税対象となるのか。これは沖縄
県と整理をしていくことになろうと思う。ただ、現時点で細かく設計されていない可能性があるため、こちら側からもいく
つかのパターンについて話をしておく必要がある。

• この流れを見たところ、ホテルが実質値上げしなければいけないだろうなという懸念がある。恩納村が独自課税するこ
とで隣の読谷村よりも税率分高くなるのは懸念している。また、旅行会社によって宿泊税の取扱はバラバラであるた
め、国や県レベルで統一したやり方を整理して頂く必要があるのではないか。

• 課税標準について、パーパーソンなのかパールームなのかによって大きく変わる。施設側の処理や旅行会社との取引
にも関わるため、パールームの方がやりやすいと思うがいかがか。

• 同意である。沖縄県に対しても同様に話をしているが現状、パーパーソンとなっている。今日頂いたご意見を基に沖
縄県に対して話をしていくことになる。沖縄県がそこまで検討しているか分からないが、食事つきの場合はどのタイミン
グで課税するのかを整理する事になる。

• 助成金の項目がないのは気になる。ホテルによっては緊急避難場所となっているが備蓄品はそこまで蓄えていない。
そういったものに使えるような助成金があると助かる。

• そのような取り組みについては、計画にどう落とし込んでいくのかということになろうかと思う。今日は宿泊税を使うという
ことについて、基本的なよりどころは観光振興計画ということで問題ないか合意を図りたいと思う。一方で計画をアップ
デートする必要はある。

• 昨今、オーバーツーリズムの話をよく聞く。宿泊税収をオーバーツーリズム対策に充当することも必要だと考えている。
• 計画をどのようにアップデートしていくのかがポイントになると思う。コロナを経て、オーバーツーリズムが大きな問題となっ
ている。併せて人出不足の話もあり、住宅価格が高くなると従業員が住みにくくなり労働者が減るといった構図が生
まれかねない。そういった観点でのアップデートは必要になってくると思う。

• 宿泊税の使途は基本的に観光振興計画に紐づくとしながらアップデートをしていくことが必要と思われる。考えたとし
て、宿泊税は育てていける税制である。恩納村の観光競争力をいかに高められるのかをみんなで考え、結果税収が
上がることにつながる。

• 税を使って観光競争力を高め、同じ目標間で取り組んでいく事が重要だと認識している。官民の連携によって、恩
納村の観光振興に取り組んでいく事が出来れば良いのではないか。そのような体制づくりも考えていけると良い。

• 一番大切なのは人材だと思う。税収の使い道として人材育成に使うことは可能なのか。
• 非常に重要な指摘だと思う。恩納村としてざっくりと観光情報を収集しているが、その角度を高めることと、それをお金
に換えられるような企画を考えられる人材を育てていくことが必要だと思う。
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③第３回検討委員会

• スケジュールについて、徴収が10月ことから開始となると思うが、使途の検討については今年の夏から始まるのか。
• 基本的にはそのような形となる。2026年度の予算の検討について、秋頃には検討が始まる予定である。
• 使途を決めるのは観光中核組織という認識で良いか。
• 立ち上げを想定している検討委員会で使途を考えることになる。
• 定率制での導入について北海道の一部地域のみとなっているため、徴収のイメージはない。当初の会議からその意

見を出しているが、結果、沖縄県がそのように方針出したことでそれに倣って取り組むことで受け止めている。また、
徴収については労力がかかるため、いかに人材の確保していくのかを考えなければいけない。

• 税として自主的に徴収するということは、県からの補助金や交付金でないことは大きな意味を持つ。沖縄県の税収
は市町村に配分するという指針を出しているが、これはどのように配分されるのかはまだ展開されていない。紐づきで
出される可能性や部屋数に応じた配分がなされるのかは不透明である。その上で、恩納村で宿泊税を構えることは
自分達で使い方を決められることとなる。それからこの税収はお客様が来続けられるということはずっと発生する税収
となる。今あった人材育成については長期的に実施する必要があるが、オフシーズンに教育プログラムを組むといった
形も可能となる。

• 作業部会の設置について、現場の意見を収集するということであれば開催時期は再考頂きたい。現在は繁忙期で
ある７～８月頃となっているため、現場のスタッフを出すことは難しい。

• 交通結節点の複合型施設のイメージを教えて頂きたい。バスターミナルのようなものをイメージしている。恩納村では
二次交通は重要な課題であるため、そのあたりの対策は行ってきたいと考えている。観光客でレンタカーを運転しな
い人が増えていると認識している。また、村民が買い物する際にも村外へ出る事もあるため、両方で使える形が出
来れば良い。

• 使途については観光振興計画と整合性を図るということだが、作業部会に提示する前にこの計画を整理した上で
作業部会を開催する必要があるのではないか。絞り込んだうえで使途を検討できるようにして頂きたい。

• 宿泊税の使途について旗を振る役として観光協会があるが、企画立案や執行については専任の方が２～３名が
いないと難しい。そういった人材を確保できるようにする必要がある。

• ホテルと連携してビーチ管理を行っているが、宿泊税の使い道として砂を入れるなどの対応ができるのか。
• 今のような取り組みも検討していく必要がある。景観づくりも観光振興には必要だと考えている。その方向性を検討

するための検討委員会だと認識している。
• それらの取組を行うにあたり、村の条例や法律などがネックとなる。その上で、恩納村を特区指定いただかないと税を

効果的に使えないのではないか。その観点も含めて検討頂きたいと思う。
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（１）沖縄県または関係市町村との意見交換
沖縄県との意見交換は１回実施した。
主に税率に関する考え方について意見交換を行った。
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＜簡易メモ＞
１．宿泊税の使途について
⚫ 持続可能な観光、未来に向けた取り組みをお互いで実施すべきである。（市町村側）
⚫ ゴミ、水道、下水道、し尿処理など市長村が取り組むべき課題も山積みであることをご理解頂きたい。（市町村側）
⚫ 目的税の使途として適切か否か事例研究を行う。（県）
⚫ 民間事業者の意見を反映すべきである。これが民間の投資機会になり得るように、宿泊税だけでは不足するため、民間とタッグを

組むべきである。（市町村側）
⚫ 各市町村等の民間団体への個別ヒアリングも検討する。ただ、目的税であるためその前提をお互いで共有することが必要である。

（県）
⚫ ハワイの発端は、マリンセーフティーの観点であった。沖縄も同様の課題がある。また、津波警報は外国人が把握できていない状況

にあるため、そのような安心安全な観光の環境づくりも必要だと認識している。（県）
２．宿泊税の税率と課税免除について
⚫ 世界水準の観光地として取り組み、将来的に後悔のない制度にしていくべき。需要は豊富にあるため、定率が良いのではないか。

（市町村側）
⚫ 観光目的税であるため、財政需要があることが基本にある。また、受益と負担のバランスをとる必要がある。（県）
⚫ 宿泊事業者の徴収負担が少ない仕組みにする必要がある。アンケート調査も踏まえて継続審議する。 （県）
⚫ 一棟貸しの場合は、逆に定額の方が負担増となる。そのため定率を希望する。（市町村側）
⚫ 上限がない定率は、ニセコ町の例から課題があると認識する。（高価格の宿泊施設への税金分の応益は返せない）
⚫ 旅館や中小施設、民泊などが定率制度に対応できるか否かも確認となる。（県）
⚫ 宿泊料金はシーズン等により料金が上下するため、その管理の方が煩雑であるという意見がある。また、制度上上限を設けないこ

とが難しいのであれば、一定の上限額を設定することも方法として考えられるのではないか。（市町村側）
※数十円変わると税額が変動するなど、逆に公平性がないのではないか。

⚫ ニセコ町の事例もあると思うが、質を上げていこうという中で、上限は設定すべきではないと認識している。上限を設けてしまうと質の
向上への投資（人材確保、賃金アップ）等も含め、自ら上限を設定することになる。（市町村側）

⚫ ニセコの事例をもとに上限設定の案を提示したが、基本的には上限なしの定率を推奨している。
⚫ 目的税は受益と負担のバランスが必要、普通税だと上限なしで良いと思うが、目的税だと受益分をバックしなければならないため、

例えば1万円を収めている人と20万円を収めている人への受益のバランスを考慮すると、定率制で上限なしという制度は、説明責
任も含め率直に難しいと判断している。（県）

⚫ アンケート等を実施するとのことだが、混乱を招かないような、スケジュールに影響がないようなアンケートにしていただきたい。
⚫ 導入前提でアンケートを徴収する予定である。民間にもヒアリングした上で項目決定し、情報を提供する。（県）
３．宿泊税の運用体制について
⚫ 那覇市、名護市との情報共有、連携も必要ではないか。（市町村側）
⚫ 導入市町村以外の自治体とも今後調整する必要はあると認識している。（県）
⚫ 那覇市含め中核的な市町村との話し合いは県としても必要ではないか。（市町村側）
⚫ 令和６年１月に実施したアンケートでは、５市町村以外の導入予定はないと確認している。（県）
⚫ DMO を し っ か り と 機能 さ せ る こ と が 重要 だ と 考 え る 。 OCVB に は 期待 し て い る た め 、 こ れ を 機会 に DMO

として機能を発揮いただき、発信できるよう取り組んでほしい。（市町村側）
⚫ 全国的にDMOが機能していないと報道される中で、沖縄の広域DMOがそうならないようしっかりと取り組む必要がある。（県）
４．県と市町村の税率の配分について
⚫ 基礎自治体はそれぞれ多くの行政需要がある。本音は10割取りたい中、75％としている。積極的に取り組む自治体とそうでない

自治体との違い・区分は必要であると認識している。（市町村側）
⚫ 主張は理解できるため、まずは事務レベルで議論を進めたい。導入検討している自治体とそうでない自治体が横並びというのはバ

ランスが悪いということは理解できる。（県）
５．今後のスケジュールについて
⚫ 令和８年度の導入は目安となる。また、業界団体との意見交換は重要と考えており、スピード感を持ちながら丁寧に進める必要

がある。文化観光スポーツ部、総務部が副知事のもとで進める形としているのが大きい変革となっている。それに伴い人も充当して
いる。（県）

⚫ 周知期間はどのように考えているのか。議会上程がずれ込むと施行期日はどうなるのか。（市町村側）
⚫ 法律上は定められていないが、新たな税ということで目安として設定している。（県）

＜沖縄県副知事と５市町村組長の意見交換＞

＜意見交換会の概要＞
日 時｜令和６年５月15日（水）14：00～15：30
場 所｜自治研修所５階501研修室
参加者｜池田副知事（沖縄県）、総務部長、文化観光スポーツ部長、観光政策統括官、観光政策課長

長浜村長（恩納村）、渡久地町長（北谷町）、平良町長（本部町）座喜味市長（宮古島市）
中山市長（石垣市）



５．関連機関との調整
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＜沖縄県の動向を鑑みた想定スケジュールについて＞



５．関連機関との調整
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＜５市町村との意見交換＞
５市町村での意見交換は計３回開催した。

項目 内容

開催日時 • 2024年９月４日

参加自治体 • 恩納村役場、北谷町役場、本部町役場、石垣市、宮古島市

開催内容

１．沖縄県の動向報告に関する共有
（１）沖縄県の現時点の制度設計案に対する論点整理
（２）スケジュール案の認識合わせ
（３）沖縄県副知事と５市町村の組長との意見交換内容の共有
２．先進地視察の報告

①第１回連絡会

項目 内容

開催日時 • 2024年10月16日

参加自治体 • 恩納村役場、北谷町役場、本部町役場、石垣市、宮古島市

開催内容

１．５市町村の税制度に関する認識合わせ
（１）沖縄県の現時点の制度設計案に対する論点整理

ー 税配分について
ー 税率および上限設定について
ー 県民の課税免除について
ー 定率制による徴収スキームの検討について

２．オンサイトによる連絡会の開催について

②第２回連絡会

項目 内容

開催日時 • 2024年11月13日

参加自治体 • 恩納村役場、北谷町役場、本部町役場、石垣市、宮古島市

開催内容

１．沖縄県の制度方針
（１）税率設定
（２）税額の上限額
（３）県と市町村との税配分
２．５市町村の認識整理
（３）スケジュールについて

③第３回連絡会




